
個 別 注 記 表 

 
（重要な会計方針） 

 

 １．たな卸資産の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

   （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定しております。） 

 

 ２．固定資産の減価償却方法 

 

  (1) 有形固定資産   定額法によっております。 

 

  (2) 無形固定資産   定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、 

 

           社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

 ３．引当金の計上方法 

 

  (1) 賞与引当金は、従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

 (2) 退職給付引当金は、従業員の退職金の支払いに備えるため、簡便法により自己都合退職による 

 

   期末要支給額の１００％相当額を計上しております。 

 

 ４．収益及び費用の計上基準 

 

   当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月３１日）等を適用 

 

しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に 

 

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

(1) 企業の重要な事業における主な履行義務の内容 

 

「軌道事業」は、モノレールによる旅客運送を行っており、旅客運輸収入は定期外運賃と定期運 

 

   賃に区分されます。 

 

(2) 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

 

・旅客運輸収入に係る収益の計上基準 

 

定期外運賃については、旅客が旅行開始後その所持する乗車券の券面に表示された有効区間内の 

 

駅に下車して出場した時点、定期運賃については有効期間に渡って履行義務が充足されると判断 

 

し、収益を認識しています。 

 

 

 

 

 

 



 

（会計上の見積りに関する注記） 
 

 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る 

 

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

 ・繰延税金資産 

 

  当事業年度の計算書類に計上した金額         １０２，８２７千円 

 

  繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っており 

 

ます。課税所得の見積りの基礎となる将来の事業計画は、運輸収入を主要な仮定としており、将来の不 

 

確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があります。実際に発生した課税所得の時期及 

 

び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において繰延税金資産の金額に重要な影響を与 

 

える可能性があります。 

 

 

（貸借対照表注記） 

 

 １．有形固定資産の減価償却累計額        １６，７７１，２２２千円 

 

 ２．担保資産 

 

  （１）担保に供している資産 

 

       有形固定資産             ９，４０９，４９３千円 

                                                （ ９，４０９，４９３千円  ） 

 

       無形固定資産               ５８６，６５３千円 

                                                    （ ５８６，６５３千円 ） 

 

 上記のうち（ ）内書は、軌道財団抵当として、担保に供しておりますが、当事業年度末現在 

 

  対応する債務はありません。 

 

  ３．固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等 ２，０８９，５２６千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（株主資本等変動計算書注記） 

 

 発行済株式の種類及び総数 

                                                                          （単位：株） 

 
当事業年度期首         

株 式 数 
当 事 業 年 度         

増加株式数 
当 事 業 年 度         

減少株式数 
当事業年度末 

株 式 数 

発 行 済 株 式             

普 通 株 式        ２００，０００ ０ ０ ２００，０００ 

合    計  ２００，０００ ０ ０ ２００，０００ 

 

 

（税効果会計に関する注記） 
 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳   

   

  繰延税金資産 

 

    賞与引当金                      ３５，１１５千円 

 

    退職給付引当金                   ４０９，４７３千円 

 

    減価償却費                       ５，３８９千円 

 

   税務上の繰延資産                   ６９，９５７千円 

 

繰越欠損金                      ６４，９８３千円 

 

  その他                        １１，８６２千円  

 

  繰延税金資産小計                    ５９６，７８０千円・・・① 

 

 

  税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額           ４６，１３１千円 

 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額       ４４７，８２１千円  

 

  評価性引当額小計                    ４９３，９５３千円・・・② 

 

 

  繰延税金資産合計                    １０２，８２７千円・・・③＝①－② 

 

 

（金融商品に関する注記） 
 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、千葉市からの借入により資金を調達して 

 

  おります。 

 



   未収運賃、未収金、未払金及び未払費用は、１年以内に決済されます。 

   借入金の使途は、経営再建計画に基づく経営改善資金および設備投資資金です。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 

   令和６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで 

 

  す。なお、現金は注記を省略しており、預金、未収運賃、未収金、契約保証金、短期借入金、未払金 

 

及び未払費用は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま 

 

す。 

 

 貸借対照表計上額 

（※）（千円） 
時  価 

（※）（千円） 
差 額 

（千円） 

 

長期借入金 

 

 

     （3,786,646） 

 

 

   （3,702,617） 

 

 

     84,029 

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

 

 ３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 

   金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３ 

 

  つのレベルに分類しております。 

 

   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し 

 

  た時価 

 

 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて 

 

算定した時価 

 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが 

 

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており 

 

ます。 

 

 

(1) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融負債 

 

区分 

時価 

レベル１ 

（千円） 

レベル２ 

（千円） 
レベル３ 

（千円） 

合計 

（千円） 

 

長期借入金 

 

 

    － 

 
3,702,617 

 

    － 

 

 

3,702,617 

 



 

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

長期借入金 

 

 これらの時価は、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算 

 

定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 
 

 法人主要株主等 

属 性 会社等の名称 住 所 
資本金 

（千円） 
事業の内容 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

主 要

株 主 
千葉市 

千葉市中央区 

千葉港 
       － 地方公共団体 

被所有 

９２．９６％ 

 

 

関係内容 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

(千円） 役員の兼任等 事業上の関係 

 

兼任１人 
 

千葉都市モノレー

ルのインフラ部・

インフラ外部施設

の更新、管理及び

修繕 

 

 

ﾓﾉﾚｰﾙ施設更新改良業務委

託、清掃・維持修繕費他  

(注1) 

 

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙｲﾝﾌﾗ部塗替

塗装工事 (注2) 

 

千葉市地域公共交通事業継

続支援金 

 

千葉市中小企業者ｴﾈﾙｷﾞｰ価

格等高騰対策支援金 

 

千葉市無人航空操縦者技能

証明取得支援事業補助金 

 

千葉市地域公共交通支援事

業支援金 

 

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ車両購入費

補助金 

 

借入金の返済   (注3) 

 

 

広告掲出料 

 

資産の使用料（本線軌道設

備、駅舎設備等）   (注4) 

 

 1,299,851 

 

 

 

    271,260 

 

 

24,000 

 

 

100 

 

 

        244 

 

 

261 

 

 

327,100 

 

 

273,000 

 

 

       929 

 

         － 

 

未収金 

 

 

 

未収金 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

未収金 

 

 

未収金 

 

 

未収金 

 

 

短期借入金 

長期借入金 

 

未収金 

 
－ 

 

 

  1,391,463 

 

 

 

   298,386 

 

 

         － 

 

 

         － 

   

 

244 

 

 

261 

 

 

327,100 

 

 

273,000 

  2,600,000 

 

      689 

 

－ 



 

（注） １．「千葉都市モノレール施設の更新改良に関する協定書」、「維持修繕の費用負担に関する 

     覚書」に基づいております。 

    ２．「塗り替え塗装の施工に関する覚書」に基づいております。  

    ３．「千葉都市モノレール株式会社経営改善資金貸付契約書」に基づき、無利子で借り入れ、 

     27年償還（内 1年据置）となっております。 

    ４．「千葉市都市モノレール施設条例」附則２に基づき、千葉市に平成１８年１０月１日に無償 

譲渡した施設を含む都市モノレール施設の保守点検及び修繕その他の維持管理費を当社が負担 

することにより、「千葉市都市モノレール施設条例」第６条に基づく使用料は徴収されており

     ません。 

        ５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

（収益認識に関する注記） 
 

 収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針 ５．収益及び費用の計上基準」に記載の通 

 

りです。 

 

 

（１株当たりの情報に関する注記） 
 

 １．１株当たり純資産          ３８，８９４．７９円 

 

 ２．１株当たり当期純利益              ２，００５．３７円 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 
  

 該当事項はありません。 

 

 


